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１．はじめに 

 近年，急速な都市化に伴い人口増加や生活スタイルの変化による水需要の増大，不浸透域面積の増加による

都市型洪水の多発等，都市内の水問題が複合化している．このため，都市における健全な水循環系の確保を目

的に浸水対策用の雨水貯留施設の貯留雨水を環境用水，防災用水等として活用する事業が各地で見られるよう

になった 1)-3)．流出雨水を利用するには，降雨初期の高濃度流出水と比較的清澄な流出水を効率よく分離・貯

留することが必要である．本研究では，従来からある市街地内の浸水対策用雨水貯留施設，貯留池において，

貯留した流出雨水を都市内水資源として活用できるかを検討した． 

２．分流式下水道整備地域の雨天時流出水 

検討対象の雨水貯留施設が設置される様な市街地(住居：

38%，道路等：20%，公園，緑地：42%)の分流式下水道域に

おける雨天時流出水の水量，水質を調査した．調査は 1998 年

10～1999 年 11 月の期間に計 9 回実施した．調査期間内の降雨

は総降雨量 4.5～89mm，5 分間最大降雨強度 3～39mm/hr，降

雨継続時間 1～28hr である．調査時間内での流出水濃度の一

例を図－1 に示す．累加降雨量と水質の関係を図－2 に示す．

累加降雨量の増加とともに汚濁物質濃度は変動幅が収束する

傾向にあり，流出雨水を効率よく分離・貯留できれば水資源

として活用することが可能となる． 

３．利用可能水量の評価方法 

(1)雨天時流出水の解析方法 

水資源として利用可能な流出水量を予測する．雨水流出解

析には修正ＲＲＬ法，汚濁負荷流出解析には雨水流出量と残

存負荷量を変数とするモデル 5)を，晴天時に路面に堆積する

負荷量には筆者らが提案した路面汚濁負荷変動モデル 6)を用

いた．なお，計算時間間隔は 1 時間とした．各モデル式を以

下に，解析で用いた各設定値を表-1 に示す． 

ここで，L:流出負荷量(g/hr)，K:負荷流出係数，S:堆積負荷量(g)，

Q:流出水量(mm/hr)，Cr:降雨濃度(mg/l)， 

 

 

ここで，P：堆積負荷量(g/m2)，PO：先行降雨による残

存堆積負荷量(g/m2)，K：減衰係数，a：１日当たりの
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図-2 累加降雨量と水質の関係 

図-1 調査結果 

表-1 各設定値 
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負荷流出係数 0.01

降雨濃度 1.5 mg/l

べき乗数 m，n 1.2，1.5

1日当りの堆積負荷量 0.01 g/m2/d

減衰係数 0.15
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汚濁負荷発生量(g/m2/日)，n：前回降雨からの経過日数(日) 
路面堆積負荷量の変動解析結果の一例を図-3 に示す． 

(2)浸水対策用雨水貯留施設，貯留池 

本研究では，雨水貯留施設内部を複数の貯留槽に区分し，

流出雨水を順次貯留することで，比較的清澄な流出水を水資

源として活用することを検討した．雨水を水洗用水，散水用

水として用いる際の水質基準 7)に多少の余裕を見込み BOD
濃度 10mg/l 以下の場合のみ利用できるとした． 

(3)前提条件 

 榊原らのアンケート調査結果によれば，雨水貯留施設規模

が 50mm 以下の施設数が 90%以上占め，特に施設規模が 5～

20mm の施設が 45%程度である 8)ことから，総貯留容量をこ

の範囲内とし 10mm と設定した．また，貯留施設内部を降雨

量換算で 1mm 毎に区分した． 

４．利用可能水量の評価結果 

 解析結果,前提条件より利用可能水量を定量的に評価した．

結果の一例を図-4 に示す．第 1 槽目には降雨初期の高濃度流

出水が流入するため，流入水量に対して利用可能水量が少な

い．2 槽目以降は順次利用可能水量が減少するが，降雨初期

の高濃度流出水を第 1 槽目等に貯留するため，流入水量のう

ち利用可能な水量は増加する．次に，対象降雨において各槽

別に貯留水 BOD濃度が評価基準内にある確率を図-5に示す．

施設内部を 1mm 間隔で区分した場合，流出水量が降雨量換算

で 7mm を超えるとほぼ貯留雨水 BOD 濃度が評価基準値内とな

る．この様に，既存の施設においても内部を区分することで，

雨水利用が可能である． 

５．まとめ 

 本研究では，従来からある浸水対策用雨水貯留施設，貯留

池において，貯施設内部を区分することで貯留雨水を有効利

用できるかを検討した．浸水対策と雨水利用はトレード・オ

フの関係にあるが，本研究で示した様に流出雨水を分離・貯

留することで，従来からある施設においても貯留雨水を都市

内の水資源として活用できる． 
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図-4 貯留容量と利用可能水量の関係 

図-5 貯留水濃度が評価基準内にある確率 

図-3 路面堆積負荷量の変動解析結果 
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